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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，制御棒・破損燃料貯蔵ラック（以下「ラック」という。）が設計用地震力に対して十分な構

造強度を有していることを説明するものである。 

ラックは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備においては常設

耐震重要重大事故防止設備及び常設重大事故緩和設備に分類される。以下，設計基準対象施設及

び重大事故等対処設備としての構造強度評価を示す。 

2. 一般事項

2.1 構造計画 

ラックの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要
概略構造図

基礎・支持構造 主体構造

制御棒・破損燃料貯蔵

ラックは，原子炉建物の

燃料プールの底部に基礎

ボルトで固定及び壁から

のサポートで支持され

る。

破損燃料格納容器は，最

大 10体をラック内に挿

入できるが，格納容器上

部についてはラック外と

なる構造である。

たて置ラック式

（ステンレス鋼製）

（単位：mm）

サポート

破損燃料格納容器

サポート部

基礎ボルト

底部基礎ボルト 

制御棒・破損燃料

貯蔵ラック
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2.2 評価方針 

ラックの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び荷重の組合せ

並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示すラックの部位を踏まえ「3. 評価部位」

にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力によ

る応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確認すること

で実施する。確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

ラックの耐震評価フローを図 2－1に示す。

図 2－1 ラックの耐震評価フロー 

計算モデルの設定

理論式による固有周期

地震時における応力

ラックの構造強度評価

設計用地震力
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会）

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協会）

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設

計・建設規格」という。）
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ ラックの断面積 mm2

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm2

Ａｐ サポートの断面積 mm2

Ａｐｘ，Ａｐｚ サポートのせん断断面積 mm2

Ａｓｉ＊1 ラックのせん断断面積 mm2

ＣＨ 水平方向設計震度 ― 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 ― 

ｄ 基礎ボルトの呼び径 mm 

Ｅ 縦弾性係数 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1(1)に定める値 MPa 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.3又は SSB-3133に定める値 MPa

Ｆａ ラックに働く軸力 N

Ｆｉ＊1 ラックに働くせん断力 N

ＦｙＢ ベース底部に働くせん断力 N 

ＦｙＧ ラック重心位置に働くせん断力 N

Ｆｙｉ＊1 サポート部に働く軸力 N

Ｆｘｉ，Ｆｚｉ＊1 サポート部に働くせん断力 N

ｆ１ｉ，ｆ２ｉ＊1 底部基礎ボルトに働く引張力（1本当たり） N 

ƒｓｍ 部材の許容せん断応力 MPa

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 MPa 

ƒｔｍ 部材の許容引張応力 MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

ƒｔｓ
引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 

(許容組合せ応力) 
MPa 

Ｇ せん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s2 

ｈ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ（応力評価時に使用） mm 

ｈ２ 破損燃料貯蔵時のラック重心からサポートまでの高さ 

（応力評価時に使用） 

mm 

ｈ３ サポート高さ mm 

ｈｘ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｘ方向の固有周期計算時に使用）

mm

ｈｙ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｙ方向の固有周期計算時に使用）

mm 

ｈｙ２ 破損燃料貯蔵時のラック重心からサポートまでの高さ

（Ｙ方向の固有周期計算時に使用）

mm 

ｈｚ１ 破損燃料貯蔵時のラック重心高さ

（Ｚ方向の固有周期計算時に使用）

mm 

Ｉｘ ラックの断面二次モーメント（Ｘ軸回り） mm4 

Ｉｙ ラックの断面二次モーメント（Ｙ軸回り） mm4 

＊
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記号 記号の説明 単位 

Ｋｉ＊1 ラックのばね定数 N/mm 

Ｋｚ ラックのばね定数（Ｚ方向の固有周期計算時に使用） N/mm 

 サポート取付部からサポート重心までの水平距離 mm 

ｇｉ＊1 ベース端からラック重心までの距離 mm

１，２，

３，４

サポート部基礎ボルトの中心からプレート先端までの距離 mm

１ｉ，２ｉ＊1
ベース端から底部基礎ボルトまでの距離 mm 

ｓ サポート中心からラックによるサポート反力発生点までの距離 mm

Ｍｉ＊1
ラックの転倒モーメント N･mm

ＭｘＢ ベース底部の転倒モーメント N･mm

ＭｘＧ ラック重心位置の転倒モーメント N･mm 

Ｍｘｉ，Ｍｚｉ＊1
サポート部に働くモーメント N･mm

ｍ 破損燃料貯蔵時のラックの全質量（応力評価時に使用） kg 

ｍａ 破損燃料貯蔵時のラックの全質量（固有周期計算時に使用） kg 

ｍｃ 破損燃料格納容器の質量 kg 

ｍＦ 破損燃料の質量 kg 

ｍＲ ラックの質量 kg

ｍｓ サポートの全質量 kg 

ｍｓａ サポートの質量 kg 

ｍｓｔｈ サポートの排除水質量＊2 kg 

ｍｔｈ ラックの排除水質量＊2 kg 

ｍｖｉ＊1
ラックの付加質量＊3 kg 

ｍｖｚ ラックの付加質量＊3（Ｚ方向） kg 

ｍｗ ラックに含まれる水の質量 kg 

Ｎｐｍ Ｍｘｉ，Ｍｚｉにより生じる基礎ボルト 1本当たりの最大引張力 N

ｎ 底部及びサポート部基礎ボルトの全本数 ― 

ｎ１ｉ，ｎ２ｉ＊1 各部の底部基礎ボルトの本数 ― 

Ｒ ラックによるサポート反力 N 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5  表 9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の

40℃における値 

MPa

Ｔｉ＊1 固有周期 s 

Ｔｚ 固有周期（Ｚ方向） s 

Ｚｘ ラックの断面係数（Ｘ軸回り） mm3 

Ｚｙ ラックの断面係数（Ｙ軸回り） mm3 

Ｚｐｘ，Ｚｐｚ サポートの断面係数 mm3 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 
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注記＊1：Ａｓｉ，Ｆｉ，Ｆｙｉ，Ｆｘｉ，Ｆｚｉ，ｆ１ｉ，ｆ２ｉ，Ｋｉ，ｇｉ，１ｉ，２ｉ， 

Ｍｉ，Ｍｘｉ，Ｍｚｉ，ｍｖｉ，ｎ１ｉ，ｎ２ｉ及びＴｉの添字ｉの意味は，以下のとお

りとする。 

  ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向） 

  ｉ＝ｙ：Ｙ方向（短辺方向） 

＊2：排除水質量とは，機器が流体中にある場合に，機器が排除する流体の質量であり， 

ラックの質量として考慮する，貯蔵物，ラック自身，ラックに含まれる水が占める

体積分の水に相当する質量を示す。 

＊3：付加質量とは，機器が流体中で加速度を受けた場合に質量が増加したような効果を 

模擬した，機器の形状により定まる仮想質量をいう。 

記号 記号の説明 単位 

σｆａ 部材に生じる組合せ応力 MPa 

σｆｔ 部材に生じる引張応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

τｆ 部材に生じるせん断応力 MPa 



8 

S
2
 
補
 Ⅵ

-
2-
4
-
2-
3
 
R0
 

2.5 計算精度と数値の丸め方

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 S 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 Kg ― ― 整数位 

長さ Mm ― ― 整数位＊1 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

算出応力 Mpa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 Mpa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：絶対値が 1000以上のときはべき数表示とする。 

 ＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び 

降伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位ま 

での値とする。 
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3. 評価部位

ラックの耐震評価は，「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評価上厳しくなる

ラック，サポート部材及び基礎ボルトについて実施する。ラックの耐震評価部位については，

図 3－1の構造概要図に示す。ただし，破損燃料格納容器はラックに挿入されているだけである

ため，ラックの耐震評価の計算に見込むが評価部位とはしない。 
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図 3－1 構造概要図（単位：mm） 

サポート部材

(SUS304) 

破損燃料格納容器 

ラック部材

(SUS304TP) 

y 

x 

短
辺
方
向

長辺方向 

サポート部

基礎ボルト
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4. 固有周期

4.1 固有周期の計算方法 

(1) ラックの質量は，破損燃料と破損燃料格納容器 10体の質量，ラック自身の質量，ラック

に含まれる水の質量及び付加質量を考慮した値とする。 

(2) ラックは，ベース底部で基礎ボルトを介し床に完全固定とする。

(3) 変形モードは，曲げたわみとせん断たわみの合成とする。

(4) ラックは，Ｙ方向の振動に対してサポートにより支持されるものとする。

(5) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

(6) 本ラックは，各部材をすべて溶接にて接合されており，一体の構造物とみなして，上述

より図 4－1に示すようなラックの重心位置での 1質点系の計算モデルと考える。 

(7) 図 4－1 に示す 1質点系の計算モデルの固有周期は，(4.1.1)及び(4.1.2)式より求め

る。 

         ································ (4.1.1) 

（ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

         ································ (4.1.2) 

ただし，ラックのばね定数は，(4.1.3)，(4.1.4)及び(4.1.5)式より求める。 

         ······························ (4.1.3) 

 ······························ (4.1.4) 

            ············································· (4.1.5) 

図 4－1 計算モデル 

1000・Ｋｚ 

ｍａ＋ｍｖｉ 
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1 

＋ ｈｘ１
３ 

3・Ｅ・Iｙ 
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Ａｓｘ・Ｇ 

Ｋｘ＝ 

Ａ・Ｅ 

ｈｚ１ 
Ｋｚ＝ 

1 
ｈｙ２

２・ｈｙ１
３・(4・ｈｙ２＋3・ｈｙ１) 
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３ 
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Ａｓｙ・Ｇ・ｈ３ 
＋ 

Ｋｙ＝ 
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4.2 固有周期の計算条件 

固有周期の計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性

についての計算結果】の機器要目に示す。 

4.3 固有周期の計算結果 

固有周期の計算結果を表 4－1に示す。計算の結果，固有周期は 0.05秒以下であり，剛構造

であることを確認した。 

表 4－1 固有周期   （単位：s） 

固有周期 

Ｘ方向（長辺方向）  

Ｙ方向（短辺方向）  

Ｚ方向（鉛直方向）  
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5. 構造強度評価

5.1 構造強度評価方法 

4.1項(5)のほか，次の条件で計算する。 

(1)  ラックは，原子炉建物の燃料プールの底部（EL 30.83m）に基礎ボルトで固定し，更に壁

からのサポートで支持されるものとする。 

(2) ラックの質量は，破損燃料と破損燃料格納容器 10体の質量，ラック自身の質量及びラッ

クに含まれる水の質量とする。また，更に精緻に評価するため，排除水質量（水中に設置さ

れる機器が排除する水の質量）の減算を考慮する。 

(3) 地震力は，ラックに対して水平方向から作用するものとする。ここで水平方向地震力は，

ラックの長辺方向に作用する場合と短辺方向に作用する場合を考慮する。

また，鉛直方向地震力は，水平方向地震力と同時に不利な方向に作用するものとする。

5.2 荷重の組合せ及び許容応力 

5.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

ラックの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－2に示す。 

5.2.2 許容応力 

ラックの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき表 5－3に示す。

5.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

ラックの使用材料の許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 5－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 5－5に示す。 
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注記＊：その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

表 5－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒・破損燃料 

貯蔵ラック 

常設耐震／防止 

常設／緩和 
―＊2 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊3 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ 

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

＊2：重大事故等その他の支持構造物の荷重の組合せ及び許容応力を適用する。 

＊3：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

表 5－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

核燃料物質の取扱施設 

及び貯蔵施設 

使用済燃料 

貯蔵設備 

制御棒・破損燃料 

貯蔵ラック 
Ｓ ―＊ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 
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表 5－3 許容応力（その他の支持構造物及び重大事故等その他の支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2（ボルト等以外） 許容限界＊1，＊2（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ 1.5・ｆｔ 1.5・ｆｓ ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの 

許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を省略する。 

* * * 

*
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表 5－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

ラック SUS304TP 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

サポート SUS304 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 66 ― 188 479 205 

表 5－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

(℃) 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ) 

(MPa)

ラック SUS304TP 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 

サポート SUS304 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 

基礎ボルト SUS304 周囲環境温度 100 ― 171 441 205 
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5.3 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 5－6 及び表 5－7 に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，Ⅵ-2-1-7

「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 5－6 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 30.83 

(EL 34.8＊1) 

ＣＨ＝1.06＊2 ＣＶ＝0.96＊2 ＣＨ＝2.32＊3 ＣＶ＝1.79＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

表 5－7 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平方向 鉛直方向 
水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 

EL 30.83 

(EL 34.8＊1) 

― ― ＣＨ＝2.32＊2 ＣＶ＝1.79＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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5.4  計算方法 

5.4.1 ラック部材の応力 

部材の荷重状態を図 5－1に示す。 

  Ｘ方向（長辺方向）   Ｙ方向（短辺方向） 

図 5－1  荷重状態 

ラックの全質量は，(5.4.1)式より破損燃料と破損燃料格納容器 10体の質量，ラック自

身の質量及びラックに含まれる水の質量の合計から排除水質量を減じて求める。 

  ｍ＝ｍｃ＋ｍＦ＋ｍＲ＋ｍｗ－ｍｔｈ  ····························  (5.4.1) 

  ここで，ｍｔｈは排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）を示す。 

(1) せん断応力

せん断力Ｆｉにより，部材に生じるせん断応力τｆは，(5.4.2)式より求める。

         ··············································· (5.4.2) 

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

 ここで，ラックに働くせん断力Ｆｉは，(5.4.3)，(5.4.4)，(5.4.5)及び(5.4.6)式より

求める。 

              ·········································· (5.4.3) 

                  ··································· (5.4.4) 

 ··································· (5.4.5) 

                 ··············· (5.4.6) 

また，サポート反力Ｒは，ＦｙＧに等しい。 

ＦｙＢ＝  ・(2・ｈ２
２＋6・ｈ１・ｈ２＋3・ｈ１

２)
2・ｈ３

３ 

ＣＨ・ｍ・g・ｈ２ 

Ｆｉ 

Ａｓｉ

ｈ１ ｈ１

ｈ２

ｈ３

Ｍｙ ＭｘＢ 

Ｆａ Ｆａ 

ＦｙＧ 

ＭｘＧ
Ｒ

ＦｙＢＦｘ 

ｍ 

ｍ

Ｆｘ＝ＣＨ・ｍ・g 

ＦｙＧ＝  ・(3・ｈ2＋2・ｈ1)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ１

２ 

2・ｈ３
３ 

Ｆｙ＝Max(ＦｙＢ ，ＦｙＧ
 
) 

τｆ＝ 
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(2) 引張応力

軸力Ｆａ及び転倒モーメントＭｉにより部材に生じる引張応力σｆｔは，(5.4.7)及び

(5.4.8)式より求める。 

              ········································· (5.4.7) 

              ········································· (5.4.8) 

ここで，ラックに働く軸力Ｆａ及びラックの転倒モーメントＭｉは，(5.4.9)， 

(5.4.10)，(5.4.11)，(5.4.12)及び(5.4.13)式より求める。 

                         ····································· (5.4.9) 

                 ····································  (5.4.10) 

                ···············  (5.4.11)

                   ···········  (5.4.12)

           ···········································  (5.4.13)

(3) 組合せ応力

部材に生じる組合せ応力σｆａは，(5.4.14)式より求める。

                   ································  (5.4.14) σｆａ＝  σｆｔ２＋3・τｆ２ 

Ｍｙ 

Ｚｙ Ａ 

Ｆａ＝(1＋ＣＶ)・ｍ・g 

Ｍｘ＝Max(ＭｘＢ，ＭｘＧ) 

ＭｘＢ＝ ・(2・ｈ２＋ｈ１)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ１・ｈ
２

2・ｈ３
２ 

ＭｘＧ＝  ・(3・ｈ２＋2・ｈ１)
ＣＨ・ｍ・g・ｈ２・ｈ１

２ 2・ｈ３
３ 

Ｍｙ＝Ｆｘ・ｈ１ 

Ｆａ 
σｆｔ＝   ＋ 

Ｍｘ 

Ｚｘ Ａ 
Ｆａ 

σｆｔ＝   ＋ 
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ｎ・Ａｂ 

4 

ｎ・Ａｂ 

・ｄ２

5.4.2 底部基礎ボルトの応力 

基礎ボルトの荷重状態を図 5－2に示す。 

  Ｘ方向（長辺方向）   Ｙ方向（短辺方向） 

図 5－2  荷重状態 

(1) せん断応力

ベース底部に働くせん断力Ｆｘ又はＦｙＢにより，基礎ボルトに生じるせん断応力τｂ

は，(5.4.15)及び(5.4.16)式より求める。 

          ············································  (5.4.15) 

          ············································ (5.4.16) 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは(5.4.17)式より求める。 

              ············································  (5.4.17) 

τｂ＝ 
Ｆｘ

Ｍｙ 

Ｆｘ ＦｙＢ

ＭｘＢ

ｍ・g ｈ１

ｈ２

ｈ３

ｈ１

ｆ１ｘ 

ｆ２ｘ 

ｆ１ｙ 

ｆ２ｙ 

支点 
支点 

１ｘ

２ｘ ２ｙ

１ｙ

ｇｙｇｘ

ｍ・g 

Ａｂ＝ 
π

τｂ＝ 
ＦｙＢ
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(2) 引張応力

図 5－2荷重状態において支点回りのモーメントの平衡により基礎ボルト 1本当たりの

引張力ｆ１ｉ，ｆ２ｉを求める。 

ｆ１ｉ＞ｆ２ｉの関係にあるのでｆ１ｉのみを(5.4.18)及び(5.4.19)式より求める。 

 ·······························  (5.4.18)

 ·······························  (5.4.19)

 したがって，引張力ｆ１ｉにより基礎ボルトに生じる引張応力σｂは，(5.4.20)式より求 

める。 

           ···············································  (5.4.20)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，(5.4.17)式による。 

 ただし，ｆ１ｉの値が負となった場合は，引張力が生じないので以後の引張応力の計算は

省略する。 

ｎ１ｙ・１ｙ２＋ｎ２ｙ・２ｙ２ 

Ａｂ 

ｆ１ｘ＝ 
１ｘ・｛ Ｍｙ２＋(ＣＶ・ｍ・g・ｇｘ)２－ｍ・g・ｇｘ｝ 

ｎ１ｘ・１ｘ２＋ｎ２ｘ・２ｘ２ 

ｆ１ｉ 
σｂ＝ 

ｆ１ｙ＝ 
１ｙ・｛ ＭｘＢ

２＋(ＣＶ・ｍ・g・ｇｙ)２－ｍ・g・ｇｙ｝ 
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5.4.3 サポート部材の応力 

サポート部材にかかる荷重状態を図 5－3に示す。

図 5－3  荷重状態 

サポートの全質量は，(5.4.21)式よりサポートの質量から排除水質量を減じて求める。

  ｍｓ＝ｍｓａ－ｍｓｔｈ  ········································  (5.4.21) 

  ここで，ｍｓｔｈは排除水質量（水中に設置される機器が排除する水の質量）を示す。 

(1) せん断応力

せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉにより部材に生じるせん断応力τｆは，(5.4.22)式より求める。

         ·······························   (5.4.22)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

 ここで，サポート部に働くせん断力は，(5.4.23)，(5.4.24)及び(5.4.25)式より求め

る。 

                      ·······································  (5.4.23)

          ·················································  (5.4.24)

                 ·································· (5.4.25) 

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

Ｆｘｉ 

Ｍｚｉ

Ｆｚｉ 

（Ｙ方向のみ考慮） 
Ｒ 
2 

ｓ

 

Ｍｘｉ 
短辺方向

Ｙ

Ｚ

鉛

直

方

向

ｍｓ・g 

Ｆｙｉ

Ｘ

短辺方向

長

辺

方

向

Ｙ

Ｆｘｘ＝ＣＨ・ｍｓ・g 

Ｆｘｙ＝0 

Ｆｚｉ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g 

τｆ＝ 
Ｆｘｉ ２ 

Ａｐｘ 

Ｆｚｉ ２ 

Ａｐｚ 
＋ 
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(2) 引張応力

軸力Ｆｙｉ及び曲げモーメントＭｘｉ，Ｍｚｉにより部材に生じる引張応力σｆｔは，

（5.4.26）式より求める。 

                              ·······························  (5.4.26)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

 ここで，サポート部に働く軸力及びモーメントは，(5.4.27)，(5.4.28)，(5.4.29)，

(5.4.30)，(5.4.31)及び(5.4.32)式より求める。 

          ·················································  (5.4.27)

                         ···································  (5.4.28)

                             ································ (5.4.29) 

                                    ························ (5.4.30) 

                         ···································· (5.4.31) 

           ················································ (5.4.32) 

(3) 組合せ応力

組合せ応力σｆａは，(5.4.33)式より求める。

                           ··································  (5.4.33) σｆａ＝ σｆｔ２＋3・τｆ２ 

2 Ｍｘｙ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g・＋ ・

Ｍｚｉ 

Ｚｐｚ 

Ｍｘｉ 

Ｚｐｘ 
σｆｔ＝  ＋    ＋ 

Ａｐ 

Ｍｘｘ＝(1＋ＣＶ)・ｍｓ・g・ 

Ｒ 

Ｍｚｘ＝ＣＨ・ｍｓ・g・ 

Ｒ 
2 Ｆｙｙ＝  ＋ＣＨ・ｍｓ・g 

Ｆｙｘ＝0 

Ｍｚｙ＝0 

Ｆｙｉ 
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5.4.4 サポート部基礎ボルトの応力 

 基礎ボルトに作用する引張力Ｆｙｉ，せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉ及び曲げモーメント 

Ｍｘｉ，Ｍｚｉの荷重状態を図 5－4に示す。 

図 5－4  荷重状態 

(1) せん断応力

せん断力Ｆｘｉ，Ｆｚｉにより基礎ボルトに生じるせん断応力τｂは，(5.4.34)式より求

める｡ 

      ···································  (5.4.34)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

  ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，(5.4.17)式による。 

(2) 引張応力

曲げモーメントＭｘｉ，Ｍｚｉにより生じる基礎ボルト 1本当たりの最大引張力Ｎｐｍ及

び軸力Ｆｙｉにより生じる基礎ボルトの引張応力σｂは，(5.4.35)式より求める。 

           ···································  (5.4.35)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

ここで，基礎ボルトの軸断面積Ａｂは，(5.4.17)式による。 

また，基礎ボルト 1本当たりの最大引張力は(5.4.36)式より求める。 

                 

 ···································  (5.4.36)

 （ｉ＝ｘ：Ｘ方向（長辺方向），ｙ：Ｙ方向（短辺方向）） 

Ｆｙｉ 
ｎ・Ａｂ Ａｂ 

Ｍｚｉ

Ｍｘｉ

Ｆｘｉ

Ｆｚｉ

Ｆｙｉ 

１ 

２

３

４ 

Ｎｐｍ＝  ＋ 
１・Ｍｘｉ ２

2・(１２＋２２) 

３・Ｍｚｉ ２

2・(３２＋４２) 

Ｎｐｍ 
σｂ＝ ＋ 

τｂ＝ 
Ｆｘｉ２＋Ｆｚｉ２ 

ｎ・Ａｂ 
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5.5 計算条件

応力計算に用いる計算条件は，本計算書の【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性について 

の計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 5.6 応力の評価 

   5.6.1 部材の応力評価 

5.4.1項及び 5.4.3項で求めた各部材の引張応力σｆｔ及び組合せ応力σｆａが，許容引

張応力 ƒｔｍ以下であること。

また，5.4.1項及び 5.4.3 項で求めた各部材のせん断応力τｆが，許容せん断応力 ƒｓｍ

以下であること。ただし，ƒｔｍ及び ƒｓｍは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度による荷重

との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｍ
1.5・　 

1.5

Ｆ
1.5・　 

1.5

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｍ

1.5 ・ 
3　･1.5

Ｆ
1.5 ・ 

3　･1.5

Ｆ

5.6.2 基礎ボルトの応力評価 

5.4.2項及び 5.4.4項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた 

許容組合せ応力 ƒｔｓ以下であること。ただし，ƒｔｏは下表による。

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ ，ƒｔｏ]  ································ (5.6.1) 

また，5.4.2 項及び 5.4.4 項で求めた基礎ボルトのせん断応力τｂが，せん断力のみ 

を受けるボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であること。ただし，ƒｓｂは下表による。

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による荷重

との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ
1.5

2
･

Ｆ  1.5
2

･
Ｆ

 

許容せん断応力 

ƒｓｂ

1.5 ・ 
3　･1.5

Ｆ
1.5 ・ 

3　･1.5

Ｆ

＊
＊

＊
＊
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

ラックの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限界を満足し

ており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

ラックの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機器名称 
耐震重要度 

分類 

据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒・破損燃料 

貯蔵ラック 
Ｓ 

原子炉建物 

EL 30.83 

(EL 34.8
＊1
)

ＣＨ＝1.06＊2 ＣＶ＝0.96＊2 ＣＨ＝2.32＊3 ＣＶ＝1.79＊3 ― 66

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）又は静的震度  

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 1.2 機器要目 

   1.2.1 固有周期の計算に用いる要目 

ｍａ

(kg) 

ｍｃ 

(kg) 

ｍＦ 

(kg) 

ｍＲ 

(kg) 

ｍｗ 

(kg) 

ｍｖｘ 

(kg) 

ｍｖｙ 

(kg) 

ｍｖｚ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓｘ 

(mm2) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Iｘ 

(mm4) 

Iｙ 

(mm4) 

3.547×104 1.773×104 1.773×104 8.491×108 5.924×109 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｈｘ１ 

(mm) 

ｈｙ１ 

(mm) 

ｈｚ１ 

(mm) 

ｈｙ２ 

(mm) 

ｈ３ 

(mm) 

192000 73800 2144 1913 2298 625 2538 
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   1.2.2 部材の応力評価に用いる要目 

ｍ 
(kg) 

ｍｃ 
(kg) 

ｍＦ 
(kg) 

ｍＲ 
(kg) 

ｍｗ 
(kg) 

ｍｔｈ

(kg) 
ｍｓ 
(kg) 

ｍｓａ 
(kg) 

ｍｓｔｈ

(kg) 
Ａ 

(mm2) 
Ａｓｘ 
(mm2) 

Ａｓｙ 
(mm2) 

         3.547×104 1.773×104 1.773×104 

Ａｐ 
(mm2) 

Ａｐｘ 
(mm2) 

Ａｐｚ 
(mm2) 

Ｚｘ 
(mm3) 

Ｚｙ 
(mm3) 

Ｚｐｘ 
(mm3) 

Ｚｐｚ 
(mm3) 

ｈ１ 
(mm) 

ｈ２ 
(mm) 

ｈ３ 
(mm) 

ｓ
(mm) 


(mm) 

1.728×103 642.4 768.9 3.110×106 7.571×106 7.976×104 1.735×104 2187 351 2538 175 286 

注記＊：周囲環境温度(66℃)で算出 

材料 
Ｓｙ＊ 
(MPa) 

Ｓｕ＊ 
(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

ラック SUS304TP 

188 479 205 205 246 

サポート SUS304 

ｍ・g 
ｍｓ・g 

  
ｓ 

ｈ２

ｈ１

ｈ３ ｍ・g

Ｘ方向（長辺方向）  Ｙ方向（短辺方向）

＊



 

2
9
 

S2 補 Ⅵ-2-4-2-3 R0

   1.2.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍ 
(kg) 

ｍｓ 
(kg) 

ｄ(mm) Ａｂ(mm2) １ｘ

(mm) 
２ｘ

(mm) 
１ｙ

(mm) 
２ｙ

(mm) 底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト 底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト

  
24 

(M24) 
16 

(M16) 
452.4 201.1 1470 150 540 60 

 

(mm) 
ｓ
(mm) 

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

ｇｘ

(mm) 
ｇｙ

(mm) 
ｎ ｎ１ｘ ｎ２ｘ ｎ１ｙ ｎ２ｙ 

286 175 265 35 265 35 810 300 4 2 2 2 2 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊ 
(MPa) 

Ｓｕ＊ 
(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

SUS304 188 479 205 205 246 

注記＊：周囲環境温度(66℃)で算出 
Ｍｙ 

Ｆｘ ＦｙＢ

ＭｘＢ 

ｍ・gｈ１

ｈ２

ｈ３

ｈ１

ｆ１ｘ 

ｆ２ｘ 

ｆ１ｙ 

ｆ２ｙ 

支点 
支点 

１ｘ
２ｘ ２ｙ

１ｙ

ｇｙｇｘ

ｍ・g 

ｍｓ・g 

  ｓ

Ｘ方向（長辺方向）   Ｙ方向（短辺方向）

＊

Ｍｚｉ 

Ｍｘｉ

Ｆｘｉ

Ｆｚｉ

Ｆｙｉ

１

２

３

４ 
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1.3 計算数値 

1.3.1 部材に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 応力の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

ラック

  引張σｆｔ 16 7 33 13 

  せん断τｆ 3 2 6 5 

  組合せσｆａ 17 8 35 15 

サポート

  引張σｆｔ 7 54 14 115 

  せん断τｆ 1 1 2 1 

  組合せσｆａ 8 54 14 115 

1.3.2 基礎ボルトに生じる応力   （単位：MPa） 

基礎 

ボルト 
応力の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

底部 
  引張σｂ 54 4 146 33 

  せん断τｂ 26 6 56 12 

サポート部
  引張σｂ 2 55 3 118 

  せん断τｂ 1 1 2 1 
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1.4 結論 

  1.4.1 固有周期  （単位：s） 

方向 固有周期

水平方向（Ｘ方向）

水平方向（Ｙ方向）

鉛直方向（Ｚ方向）

  1.4.2 部材に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック SUS304TP 

引張 σｆｔ＝16 ƒｔｍ＝205 σｆｔ＝33 ƒｔｍ＝246

せん断 τｆ ＝ 3 ƒｓｍ＝118 τｆ ＝ 6 ƒｓｍ＝142

組合せ σｆａ＝17 ƒｔｍ＝205 σｆａ＝35 ƒｔｍ＝246

サポート SUS304 

引張 σｆｔ＝54 ƒｔｍ＝205 σｆｔ＝115 ƒｔｍ＝246

せん断 τｆ ＝ 1 ƒｓｍ＝118 τｆ ＝ 1 ƒｓｍ＝142

組合せ σｆａ＝54 ƒｔｍ＝205 σｆａ＝115 ƒｔｍ＝246

すべて許容応力以下である。 

1.4.3 基礎ボルトに生じる応力   （単位：MPa） 

基礎 

ボルト 
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

底部 

SUS304 

引張 σｂ＝54 ƒｔｓ＝153＊ σｂ＝146 ƒｔｓ＝168＊

せん断 τｂ＝26 ƒｓｂ＝118 τｂ＝ 56 ƒｓｂ＝142

サポート部
引張 σｂ＝55 ƒｔｓ＝153＊ σｂ＝118 ƒｔｓ＝184＊

せん断 τｂ＝ 1 ƒｓｂ＝118 τｂ＝  1 ƒｓｂ＝142

すべて許容応力以下である。  注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]
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【制御棒・破損燃料貯蔵ラックの耐震性についての計算結果】 

2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

制御棒・破損燃料 

貯蔵ラック 

常設耐震／防止 

常設／緩和 

原子炉建物 

EL 30.83 

(EL 34.8
＊1
)

― ― ＣＨ＝2.32＊2 ＣＶ＝1.79＊2 ― 100 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

 2.2 機器要目 

 2.2.1 固有周期の計算に用いる要目 

ｍａ

(kg) 

ｍｃ 

(kg) 

ｍＦ 

(kg) 

ｍＲ 

(kg) 

ｍｗ 

(kg) 

ｍｖｘ 

(kg) 

ｍｖｙ 

(kg) 

ｍｖｚ 

(kg) 

Ａ 

(mm2) 

Ａｓｘ 

(mm2) 

Ａｓｙ 

(mm2) 

Iｘ 

(mm4) 

Iｙ 

(mm4) 

3.547×104 1.773×104 1.773×104 8.491×108 5.924×109 

Ｅ 

(MPa) 

Ｇ 

(MPa) 

ｈｘ１ 

(mm) 

ｈｙ１ 

(mm) 

ｈｚ１ 

(mm) 

ｈｙ２ 

(mm) 

ｈ３ 

(mm) 

192000 73800 2144 1913 2298 625 2538 
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   2.2.2 部材の応力評価に用いる要目 

ｍ 
(kg) 

ｍｃ 
(kg) 

ｍＦ 
(kg) 

ｍＲ 
(kg) 

ｍｗ 
(kg) 

ｍｔｈ

(kg) 
ｍｓ 
(kg) 

ｍｓａ 
(kg) 

ｍｓｔｈ

(kg) 
Ａ 

(mm2) 
Ａｓｘ 
(mm2) 

Ａｓｙ 
(mm2) 

         3.547×104 1.773×104 1.773×104 

Ａｐ 
(mm2) 

Ａｐｘ 
(mm2) 

Ａｐｚ 
(mm2) 

Ｚｘ 
(mm3) 

Ｚｙ 
(mm3) 

Ｚｐｘ 
(mm3) 

Ｚｐｚ 
(mm3) 

ｈ１ 
(mm) 

ｈ２ 
(mm) 

ｈ３ 
(mm) 

ｓ
(mm) 


(mm) 

1.728×103 642.4 768.9 3.110×106 7.571×106 7.976×104 1.735×104 2187 351 2538 175 286 

注記＊：周囲環境温度(100℃)で算出 

材料 
Ｓｙ＊ 
(MPa) 

Ｓｕ＊ 
(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

ラック SUS304TP 

171 441 205 ― 230 

サポート SUS304 

ｍ・g 
ｍｓ・g

  
ｓ 

ｈ２

ｈ１

ｈ３ ｍ・g

Ｘ方向（長辺方向）  Ｙ方向（短辺方向）

＊
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   2.2.3 基礎ボルトの応力評価に用いる要目 

ｍ 
(kg) 

ｍｓ 
(kg) 

ｄ(mm) Ａｂ(mm2) １ｘ

(mm) 
２ｘ

(mm) 
１ｙ

(mm) 
２ｙ

(mm) 底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト 底部基礎ボルト サポート部基礎ボルト

  
24 

(M24) 
16 

(M16) 
452.4 201.1 1470 150 540 60 

 

(mm) 
ｓ
(mm) 

１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

ｇｘ

(mm) 
ｇｙ

(mm) 
ｎ ｎ１ｘ ｎ２ｘ ｎ１ｙ ｎ２ｙ 

286 175 265 35 265 35 810 300 4 2 2 2 2 

基礎ボルト材料 
Ｓｙ＊ 
(MPa) 

Ｓｕ＊ 
(MPa) 

Ｓｙ(ＲＴ) 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

Ｆ 
(MPa) 

SUS304 171 441 205 ― 230 

注記＊：周囲環境温度(100℃)で算出 
Ｍｙ 

Ｆｘ ＦｙＢ 

ＭｘＢ

ｍ・gｈ１

ｈ２

ｈ３

ｈ１

ｆ１ｘ 

ｆ２ｘ 

ｆ１ｙ 

ｆ２ｙ 

支点 
支点 

１ｘ
２ｘ

２ｙ

１ｙ

ｇｙｇｘ

ｍ・g 

ｍｓ・g

  ｓ

Ｘ方向（長辺方向）   Ｙ方向（短辺方向）

＊

Ｍｚｉ 

Ｍｘｉ

Ｆｘｉ

Ｆｚｉ

Ｆｙｉ

１

２ 

３

４
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2.3 計算数値 

2.3.1 部材に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 応力の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

ラック

  引張σｆｔ ― ― 33 13 

  せん断τｆ ― ― 6 5 

  組合せσｆａ ― ― 35 15 

サポート

  引張σｆｔ ― ― 14 115 

  せん断τｆ ― ― 2 1 

  組合せσｆａ ― ― 14 115 

2.3.2 基礎ボルトに生じる応力   （単位：MPa） 

基礎 

ボルト 
応力の種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

Ｘ方向 Ｙ方向 Ｘ方向 Ｙ方向 

底部 
  引張σｂ ― ― 146 33 

  せん断τｂ ― ― 56 12 

サポート部
  引張σｂ ― ― 3 118 

  せん断τｂ ― ― 2 1 
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2.4 結論 

 2.4.1 固有周期  （単位：s） 

方向 固有周期

水平方向（Ｘ方向）

水平方向（Ｙ方向）

鉛直方向（Ｚ方向）

   2.4.2 部材に生じる応力  （単位：MPa） 

部材 材料 
応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

ラック SUS304TP 

引張 ― ― σｆｔ＝33 ƒｔｍ＝230

せん断 ― ― τｆ ＝ 6 ƒｓｍ＝132

組合せ ― ― σｆａ＝35 ƒｔｍ＝230

サポート SUS304 

引張 ― ― σｆｔ＝115 ƒｔｍ＝230

せん断 ― ― τｆ ＝ 1 ƒｓｍ＝132

組合せ ― ― σｆａ＝115 ƒｔｍ＝230

すべて許容応力以下である。 

2.4.3 基礎ボルトに生じる応力    （単位：MPa） 

基礎 

ボルト 
材料 

応力の 

種類 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

底部 

SUS304 

引張 ― ― σｂ＝146 ƒｔｓ＝151＊

せん断 ― ― τｂ＝ 56 ƒｓｂ＝132

サポート部
引張 ― ― σｂ＝118 ƒｔｓ＝172＊

せん断 ― ― τｂ＝  1 ƒｓｂ＝132

すべて許容応力以下である。    注記＊：ƒｔｓ＝Min[1.4 ･ƒｔｏ－1.6 ･τｂ ，ƒｔｏ]
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